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概　要
素材産業が担うリサイクルの現状とその制約要因
　リサイクルには、収集・（解体）選別・再資源化の各段階が必要であり、どの段階が欠
けても成り立たない。特に再資源化部分については、主として鉄鋼・非鉄金属・製紙な
どの素材産業が担っており、商業ベースで行われていることが特徴である。
　素材産業が受け入れるリサイクル原料は非常に大量であるが、製品中のリサイクル原
料の割合（素材循環率）は必ずしも高くはない。例えば、鉄鋼原料中に占める市中から
回収されるスクラップの割合は 24％程度であり、需要のかなりの部分をリサイクル原料
でまかなうにはまだ遠いのが現状である。
　素材リサイクルは、リサイクル原料から高級素材を再生するアップグレード型、ほぼ
同じ素材だけを集めて再生するクローズドループ型、要求性能が低い素材に再生するカ
スケード型に分類されることがある。将来的には、現状のカスケード型主体のリサイク
ルから、高品質素材に対するクローズドループ型リサイクルが可能な複線型のリサイク
ル体制を整えるとともに、アップグレード型リサイクルもある程度は可能となるような
素材の選別技術や製造技術の開発が必要となる。そのためには大学や公的研究機関で選
別技術に関する研究を育てるための予算措置や、企業による製造開発を誘導する行政の
関与などが必要である。一方、企業においてはリサイクルを意識した製品の開発が必要
であるし、複線型のクローズドループ型リサイクルを可能にするために、分解、解体後
の材質の選別を的確に行える技術の開発が必要となる。
　リサイクルは、市民を含む排出者から、収集、解体を行う業界や再生素材のユーザー
まで係わる社会全体の問題である。行政や市民が業界とともに継続的に議論しながらで
きるところから進めて行くと共に、行政による長期目標への誘導が必要であろう。
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1  はじめに
科学技術動向研究
素材産業が担う
リサイクルの現状とその制約要因
竹内　正雄
客員研究官
　2008 年 8 月 25 日付けの日本経
済新聞（朝刊）は、「世界的な資源価
格の高騰を受けて素材・電機各社
が使用済み素材のリサイクルを本
格化する」と伝えた。原材料費の上
昇に伴いリサイクル素材を重視す
る動きは、鉄・アルミ・紙など多
くの素材リサイクルの現場で見ら
れ、付随してスクラップ価格の高
騰、輸出入量の増大などの影響が
出たことは記憶に新しい。ところ
が、その後の金融不安に伴う世界
的な景気減速により状況は大きく
変化し、例えば鉄スクラップの市
況は、2008 年 7 月には 1 トン当
たり 7 万円一歩手前まで迫ってい
たのが、11 月には一時的に 1 万円
を割る所まで下落するという乱高
下を記録している 1)。素材価格の
急変は、古紙、スクラップなどの
商業的回収ルートを崩壊させる危
険性があり、安定したリサイクル
の維持には好ましい事ではないが、
後述のようにリサイクルのかなり
の部分を商業ベースで素材産業が
担うという構図は、幸いにも今の
ところ変わりはない。リサイクル
には、収集・選別（分解を含む）・
再資源化の段階が必要であり、ど
の段階が欠けても成り立たない。
各種リサイクル法が施行され、収
集・選別などのリサイクルの前半
については比較的豊富に情報が得
られるようになって来たが、その
後の再資源化についてはさほど関
心が持たれていないようである。
本稿は、この再資源化の部分を採
り上げる。
　素材産業が取り扱う廃棄物由来
のリサイクル原料は膨大な量であ
るが、後で述べるように製品中の
リサイクル原料の割合は必ずしも
高くない。例えば、鉄鋼原料中に
占める市中からの回収スクラップ
の割合は 24% 程度であり、最近は
あまり変化していない 2)。リサイ
クル途上で損耗することの少ない
鉄鋼では、スクラップ排出量は国
内で製品として使用されている当
該素材の蓄積量に関係する。した
がって、生産が順調に続いて製品
の蓄積が進めば、貿易による出入
りや最終処分による多少の減少は
あるものの、いずれは需要のかな
りの部分をスクラップ原料でまか
なう時代が来てもおかしくはない。
しかし、それにはまだ遠いようで
ある。
　素材産業を取り巻く状況は、発
展途上国の需要増に対して供給量
が限られているため、長期的に見
れば価格高騰は必至であろう。ま
た、一部のレアメタルのようにそ
の供給が製品の生産量を制約する
要因になるケースも増えてくると
予想される。したがって、製品中
のリサイクル原料の割合をさらに
高め、原料輸入を抑える事ができ
れば、経済的なメリットは勿論、
資源セキュリティの面からも望ま
しいことであろう。そこで本稿で
は、素材リサイクルの内、代表的
ないくつかの素材を例としてその
現状を示すと共に、原料中のリサ
イクル原料の割合が伸びない理由
を考え、今後進むべき道筋を探っ
てみたい。なお、リサイクルを制
約する要因には、経済動向は勿論、
法律、行政を含めた社会システム
の問題など議論すべき事項は多い
が、そのほとんどは筆者の能力を
超えることから、主に技術的な制
約要因に絞って議論したい。
　ここで、以下の議論を進める上
で必要な用語を定義する。通常リ
サイクルを論じる場合には、リサ
イクル率（再資源化率、再商品化率
とも呼ぶ）を用いる場合が多い。一
般に廃棄物量に対する再資源化量
で表し、例えば廃家電品であれば、
元の廃家電製品の重量に対して、
再利用された部材あるいは素材の
重量の割合となる。この定義は廃
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2  素材産業におけるリサイクルの特徴
棄物の収集や部材の再利用などを
考える場合には使いやすいが、廃
棄物を原料として利用する素材産
業では、工場の出入りだけではつ
ねに 100% に近い数値となってし
まってあまり意味がない。そこで、
本稿では、素材産業でどれだけリ
サイクルが行われているかの指標
として、素材循環率（通常はこれも
リサイクル率と呼ばれる）を定義し
て用いることとする。素材循環率
とはスクラップなどを原料の一部
に使用する製品に、リサイクル原
料がどれだけ使用されたかの割合
を（平均として）示すものである。
　もう一点、廃棄物処理法に基づ
く廃棄物とは、本来は有価で販売
できない不要物を指すので、素材
産業が原料として受け入れるスク
ラップなどは、有価であれば廃棄
物ではない。しかし、一般にこう
したスクラップを廃棄物と呼ぶこ
とも多いし、排出者と受入者で呼
び方が変わる事もあるので、本稿
では使用が終了したものを適宜「廃
棄物」「廃製品」「スクラップ」など
と呼ぶことにする。資源循環基本
法でも、廃棄物以外の使用済み物
品、副産物などを含む概念を廃棄
物等と拡大し、そのうち有用なも
のを「循環資源」ととらえているの
で、本稿の中だけであれば有価物
を廃棄物に含めても許されるであ
ろう。
　現在も発展途上国の一部では変
わっていないようであるが、我が
国でも江戸時代には廃棄物からの
資源再利用が徹底的に行われてい
たことが知られており 3)、その名
残は 1950 年代の高度成長期まで
残っていた。ただし、江戸時代に
優れた廃棄物処理システムがあっ
たというわけではなく、当時の生
活レベルでは再生品でも十分に商
品価値があったため、商業ベース
で資源再利用が進んだということ
であったようである。その後、我
が国の経済発展と共に、徐々に大
量生産・大量廃棄へと転換し、現
在に至っている。ようやく最近に
なって資源循環基本法の制定や各
種リサイクル法などの整備ととも
に、リサイクルが強力に推進され
るようになってきたが、高度成長
期以降の大量生産・大量廃棄の時
代にも、各種素材のリサイクルが
立派に機能していたことは、意外
に知られていない。
　素材産業で行われているリサイ
クルの特徴は、回収ルートまで含
めて基本的に市場メカニズムによ
り行われている事とその取扱量の
多さにある（ただし市況により排
出者が料金を支払う逆有償にな
る場合もある）。このような経済
ベースでの大量リサイクルの背景
には、素材産業が受け入れる鉄・
非鉄などの金属スクラップや古紙
などが、元の素材に近い姿を維持
しており、かつ本質的な特性は製
品として使用されてもあまり変化
しないという物理的理由と、リサ
イクルが通常の生産とほぼ同じ工
程でできるという事情がある。廃
棄物からのリサイクルと鉱石など
の天然資源からの生産工程は非常
に近い関係にあるとされている 4)。
すなわち、
リサイクル：
収集→選別→洗浄（精製）→成形
一次原料からの素材製造：
採取→選別→洗浄（精製）→成形
であり、各工程は形式的にはほと
んど同じであって、収集と採取が
異なるだけである。勿論、各工程
を構成する個々の要素技術は、投
入される原材料に合わせて改良さ
れているが、工程全体の流れは非
常に似ている。つまり、素材産業
ではあまり生産の形態を変えるこ
となく大量の廃棄物を受け入れる
ことが出来たために、原料の変換
に伴うコスト増が抑制でき、経済
ベースでの取り扱いが可能であっ
たと言える。取扱量の多さについ
ては後述する。
3  リサイクル法と素材産業の関係
　PET ボトルやアルミ缶、紙など
は単独で消費されることが多いの
で、注意して他の素材と混ぜない
ようにすれば、容易に再資源化の
原料になる。PET ボトルを例にす
れば、素材の異なるキャップ部分
やラベルさえ取り去れば、ほぼ純
粋な PET 樹脂が残るだけである。
しかし、一般に廃棄物の多くは、
各種素材を加工して組み合わせた
製品の使用を終えた姿である。例
えば、我が国産業が得意とする自
動車や家電などは、異なる素材を
組み合わせた部品の集合体である
ため、収集、選別の間に解体が必
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4  素材産業のリサイクルの現状と制約要因
図表2　2007年度廃家電4品目からの部品および材料等の再商品化実施状況
図表1　2007年度廃家電4品目の再商品化実施状況
参考文献 5) を基に科学技術動向研究センターにて作成
参考文献 5) を基に科学技術動向研究センターにて作成
単位 エアコン テレビ 冷凍庫・冷蔵庫 洗濯機
指定取引場所での引取台数 ［千台］ 1,890 4,613 2,725 2,884
再商品化等処理台数 ［千台］ 1,872 4,542 2,724 2,879
再商品化等処理重量 ［トン］ 78,715 134,283 159,763 94,101
再商品化重量 ［トン］ 68,861 115,563 116,683 77,231
再商品化率 ［%］ 87 86 73 82
単位 エアコン テレビ 冷凍庫・冷蔵庫 洗濯機
鉄 ［トン］ 23,729 13,881 68,435 40,755
銅 ［トン］ 5,076 4,951 1,994 1,240
アルミニウム ［トン］ 8,634 73 325 612
非鉄・鉄などの混合物 ［トン］ 24,453 1,199 20,188 12,915
ブラウン管ガラス ［トン］ ― 68,269 ― ―
その他の有価物 * ［トン］ 6,969 27,190 25,741 21,709
総重量 ［トン］ 68,861 115,563 116,683 77,231
*：その他有機物とはプラスティック等を指す。
要になる。この解体作業は、従来
は廃棄物処理業者にゆだねられて
きた部分であるが、近年は、各種
リサイクル法（容器包装リサイクル
法・家電リサイクル法・自動車リ
サイクル法・建設リサイクル法・
食品リサイクル法）により、一部の
製品について、この素材別に解体
する作業を製造したメーカーの責
任で行わせる事となった。
　リサイクル法のもとで、例えば
廃家電品（エアコン、ブラウン管テ
レビ、冷凍庫・冷蔵庫および洗濯
機の 4 品目。2009 年 4 月から衣
類乾燥機と薄型テレビが加わる。）
については、全国に 48（2007 年）
のリサイクルプラント（再商品化施
設）が稼働し、廃製品の解体と選別
が行われている 5)。図表 1 に示す
ように回収される廃製品の量は膨
大であり、再商品化率（再資源化率
に相当する）は非常に高くなってい
る。ただし、再商品化率には目標
値が定められているので、一部で
は採算を度外視したリサイクルも
散見される。また、リサイクル法
をめぐっては、実行に伴って不法
投棄の増加や中古品の輸出先での
対応などの問題点も指摘されてい
る。しかし、図表 2 に示すように、
リサイクル法に基づく解体・選別
は、素材毎の分別まで行われるた
め、素材産業におけるリサイクル
の前処理として立派に機能してい
ると言えるだろう。
　リサイクル途中で変質すること
の少ない鉄・非鉄金属などでは、
いずれ需要の多くをスクラップ原
料でまかなう時代が来てもおかし
くない。現在よりも高い素材循環
率を実現することは、原材料の輸
入量削減と輸送・加工両面でのエ
ネルギー使用量削減が可能になる
はずで、基本的には望ましいと考
える。しかし、実際には、製品あ
るいはスクラップの輸出入による
国内蓄積量の減少を別にしても、
後述するように、製品の品質を維
持するためや製造上の技術的理由
により、廃棄物の使用割合を制限
せざるを得ない場合がある。この
項では、素材産業の代表として、
鉄鋼・アルミニウム・紙を例にして、
リサイクルの現状と素材循環率の
向上を阻害する技術的制約が何で
あるかを確認する。
4-1
鉄鋼リサイクルの現状
　図表 3 は粗鋼生産量とその原料
中の老廃屑の割合の推移を示す 2)。
老廃屑とは、工程などで出るリター
ン材と呼ばれる工場内スクラップ
に対して、市中から回収されたス
クラップの事で、市中屑とも呼ぶ。
リターン材は組成が明確であるた
め、そのまま溶解して使用された
り、高炉・転炉に戻される事が多い。
2006 年度には粗鋼生産量約 1.1 億
トンに対して、老廃屑は約 24% の
2600 万トンであり、ほぼ鉄鋼生産
における電炉での生産割合に等し
かった。また、リターン材を含め
たスクラップ量には明確な統計が
ないが、5000 万トンを越えている
と見られ、リターン材を含めた素
材循環率は45%程度になる。リター
ン材は組成が明確であるため、リ
サイクルされて当然の部分であり、
リサイクルの推進には老廃屑の循
環率の向上がより重要である。なお、
老廃屑の発生量は、粗鋼生産量より
も国内で使用中の鉄鋼の量、すなわ
ち累計鉄鋼蓄積量に関係し、その 2
～ 3% 程度が発生すると言われる。
現在の累計鉄鋼蓄積量は 13 億トン
を越えているので、現状では老廃
屑の発生量は蓄積量の 2% 程度であ
り、徐々に割合は低下している。
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図表3　粗鋼生産量とリサイクル状況
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鋼材グレード
許容限界 実績 製品
銅 (%) 銅 (%) 百万トン 製法
深絞用鋼板 / 薄板高級鋼
ブリキ用鋼板 / 表面処理鋼
≦ 0.06
≦ 0.06
0.02 ～
0.03
34.3
主として
高炉鋼
熱感圧延鋼板/厚中板、鋼管 ≦ 0.10
25.3
冷間圧延薄鋼板 / 薄板一般 ≦ 0.10
形鋼 / 機械構造用圧延鋼材 ≦ 0.30
0.20 ～
0.35
23.7
主として
電炉鋼
棒鋼 / 一般構造用圧延鋼材 ≦ 0.40
0.25 ～
0.50
16.8
特殊鋼 0.35/0.40
0.08 ～
0.13
―
参考文献 2) を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表4　鋼材中の銅許容値
参考文献 6) を基に科学技術動向研究センターにて作成
4-2
鉄鋼リサイクルの制約要因
　鉄鋼の生産は、鉄鉱石・石灰石
等を原料として高炉・転炉を用い
る場合と、スクラップを主原料と
して電炉を用いる場合があり、老
廃屑のほとんどは後者で用いられ
ている。高炉・転炉で生産される
鉄鋼は、高品質指向で成分に対す
る要求が厳しい製品が主で、自動
車用薄板、厚板などに用いられる。
そのため、一部のリターン材が原
料に加えられるだけで、ほとんど
が鉄鉱石からの生産である。一方、
電炉で生産される鉄鋼の多くは、
成分許容度が高い建築用の小型棒
鋼や軟鋼線に用いられる。厳密な
成分制御が不要なため、スクラッ
プを選別して供給すれば、製品に
必要な性能が得られる。このよう
なスクラップからの生産と、鉱石
からの生産の使い分けは、アルミ
ニウムなどの非鉄金属や製紙など
他の素材でも一般に行われており、
カスケードリサイクルと呼ばれる
ことがある。
　高炉・転炉での生産に老廃屑が
用いられないのは、スクラップ中
の微量の分離しにくい元素（トラン
プエレメントと呼ばれる）が製品中
に残留してしまうためである。例
えば、老廃屑には、解体される前
の製品中に電線などとして使用さ
れていた銅が含まれているが、鋼
材は銅濃度が高くなると加工時に
亀裂が入りやすくなるため、鉄鋼
製品への銅の混入量は厳しく制限
されている。図表 4 に鋼材におけ
る銅の混入許容限度を示す 6)。現
在の高炉・転炉による製鉄法では
銅を分離できないため、高炉・転
炉への老廃屑投入割合は低く抑え
ざるを得ない。この問題の解決に
は、銅などのトランプエレメント
の除去が可能な生産技術の開発や、
トランプエレメントをスクラップ
から事前に除去する分離技術の開
発などが必要である。
　トランプエレメント問題のもう
一つの側面は、高張力鋼などの合
金成分として配合されるマンガン、
クロム、モリブデン、ニオブなど
のレアメタルを回収出来ないため、
貴重な資源をスラグなどとして失
うことである 7)。現状では、選別
や精錬による微量成分の分離回収
は困難であり、スクラップの発生
段階で、合金成分を多く含んだ、
言い換えれば製品時には高級鋼で
あった部材を、分別して高級材の
ままリサイクルする方法を模索す
ることが必要であろう。国内の需
科 学 技 術 動 向　2009年 2月号
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図表5　アルミ缶リサイクルの推移
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参考文献 9) を基に科学技術動向研究センターにて作成
要が高級鋼にシフトしているため、
トランプエレメント問題の解決は
今後より重要性を増してくる。
4-3
アルミニウムリサイクル
の現状
　ボーキサイト等の鉱石からのア
ルミニウム生産には膨大な電力を
必要とする。一方、アルミニウム
リサイクルに必要なエネルギー量
は鉱石から生産する場合の 3% 程
度であり、リサイクルを行う意義
の非常に高い素材である。電気料
金の高価な我が国では、鉱石から
のアルミニウム製造は非常に少な
く、国内で生産されるアルミニウ
ム製品のほとんどが輸入地金とス
クラップを原料とする。アルミニ
ウム全体の素材循環率についての
定量的データは見あたらないが、
（独）石油天然ガス・金属鉱物資源
機構（JOGMEC）のマテリアルフ
ロー分析 8) を元に推定すると 28%
程度と思われる（スクラップから
の合金生産量 1189 千トン、国内
総需要量 4229 千トン、2006 年の
データ）。リサイクルが容易でその
利点も大きい素材としては、意外
に低い値である。
　一方、図表 5 に示すアルミ缶リ
サイクルに関するデータ 9) では、
リサイクル率は 90% 以上と非常に
高くなっている。これは自治体や
企業により分別収集が徹底して行
われているためであろうが、一般
のアルミニウムスクラップについ
ても、収集、分別さえ適切に行えば、
相当高い素材循環率が可能となる
ことを示唆するデータである。
4-4
アルミニウムリサイクルの
制約要因
　素材としてのアルミニウム生産
は、板材やサッシに使用する型材
などの圧延品を製造する場合と、
ダイキャスト用などに成分を調整
したアルミニウム合金を製造する
場合に分かれる。ここでも鉄鋼と
似たカスケードリサイクルが行わ
れており、圧延用は性能要求が厳
しいため原料として主に輸入地金
とリターン材（と使用済み缶など）
が用いられ、アルミニウム合金に
は主としてスクラップが用いられ
る。スクラップとして多く排出さ
れるアルミニウムサッシには、マ
グネシウムが添加されており、そ
のままではマグネシウム含有量が
ダイキャスト用合金としての許容
値を越える事があるので、含有量
を調整する必要がある。通常は、
スクラップ選別と組成の異なるス
クラップの配合だけではマグネシ
ウム含有量の調整は困難なので、
塩素がアルミニウムより先にマグ
ネシウムと反応する性質を用いて、
溶けたアルミニウムに塩素ガスを
吹き込んだり塩素系フラックスを
使用して、塩化マグネシウムとし
て分離する。アルミニウム合金に
とってのトランプエレメントであ
るマグネシウムの分離技術が確立
しているという点は鉄鋼とは異な
るが、塩素を使用するために排ガ
ス中にダイオキシン類が生成する
など、別の問題が発生している。
また、スクラップ中の微量成分は
マグネシウムだけではないので、
スクラップから純度の高いアルミ
ニウム材を再生するためには、他
の微量成分の除去技術など、さら
なる技術開発が必要である。
　最近では、レアメタルを合金成
分とした高性能アルミニウム材の
使用が自動車用などに増加してい
る。これをそのまま合金原料とし
て溶解してしまえば、レアメタル
の損失につながり、鉄鋼と同様な
問題が生じる。アルミニウムも、
解体時に分別して高性能材を別
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図表6　紙リサイクル状況の推移SigmaPlot図
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参考文献 10) を基に科学技術動向研究センターにて作成
ルートでリサイクルする道を整え
る必要があろう。
4-5
アルミニウム以外の
非鉄金属のリサイクル状況
　アルミニウム以外でも非鉄金属
のリサイクルは盛んに行われてい
るので、その状況を簡単に確認す
る。素材循環率はJOGMEC のデー
タ 8) から算出した。
1) 銅
　銅リサイクルでは、アルミニウ
ムのように成分を調整した合金の
製造は行われておらず、電線や青
銅・黄銅が、それぞれ別に再溶解
して利用される。素材循環率は約
28%（屑 768 千トン、製品 2748
千トン、2006 年）である。プリン
ト基板や家電品中の配線など使用
単位の小さい場合や、複合素材の
リサイクルは難しく、このことは
銅に限らずどの素材でも共通の問
題となっている。
2) 鉛
　鉛は、需要のほとんどがバッテ
リー用である。約 33%（鉛屑 83 千
トン、地金生産255千トン、2006年）
と、比較的高い素材循環率が得られ
ている。ブラウン管などの管球用ガ
ラスには鉛が高濃度で含まれてい
るが、これはガラスとしてリサイク
ルされており、上記計算には含まれ
ていない。液晶テレビなどの急速な
普及によりブラウン管の需要は激
減しているため、今後は管球用ガラ
スをそのままブラウン管などに再
生利用することは難しくなる。した
がって、ガラスから鉛を分離するか、
別の用途を開拓する必要がある。
3) 亜鉛
　亜鉛は最大の用途がメッキ用な
ので、主として鉄鋼用電炉の排ガス
ダストからリサイクルされる。素材
循環率は約 16%（屑等 108 千トン、
地金 655 千トン、2006 年）である。
黄銅に含まれる亜鉛は、そのまま再
溶解によりリサイクルされること
が多いので、計算に含まれていない。
4) レアメタル
　最近では、携帯電話、情報機器
などからのレアメタルのリサイク
ルも盛んに行われている。世界的に
見れば、配線基盤などからの金属
リサイクルは金、プラチナなどの
貴金属だけが対象になっているが、
黒鉱など複雑な組成を持つ鉱石の
精錬技術を引き継ぐ我が国の企業
だけは、貴金属以外のレアメタルも
リサイクルする技術を持っている。
レアメタルの鉱山が一部の国に偏
在しているため、資源セキュリティ
の面からもリサイクルによるレア
メタル生産の推進が必要であろう。
前述したように、今後は携帯電話
などの製品からのみならず、鉄鋼・
アルミニウムなど他の素材に配合
されたレアメタルも回収する技術
の開発が必要になると思われる。
4-6
紙リサイクルの現状
　図表 6 は、紙のリサイクル状況
である 10)。紙の主要成分であるパ
ルプは、金属と違って繊維長が短
くなると高品質の紙には再生でき
なくなるため、紙のリサイクルは
数回しか回すことができない。し
たがって、鉄鋼・非鉄金属とは多
少異なる目で見る必要がある。紙
の素材循環率（古紙利用率）は徐々
に上昇を続けており、最近では
60% 以上を達成している。業界
は素材循環率の目標を 2010 年に
62% としており、損耗するパルプ
を補充する必要性を考えれば、す
でに相当高い素材循環率で、現状
での限界にかなり近づいている。
ただし、紙の種類別に見れば、板
紙（段ボールなどに使ういわゆる
ボール紙）では 93% にも達するの
に対し、新聞用紙（75%）、衛生用
紙（53%）など、板紙以外の紙の平
均値は 38% とばらつきがある。
4-7
紙リサイクルの制約要因
　製紙工程中の化学パルプ製造工
程は、原料である木材中でパルプ
をつなぐ接着剤の役割をしている
リグニンを薬剤により取り除くこ
とが主目的である。この取り除い
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種　類 主な用途 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年
 高炉スラグ 原料、混合材 10173 9231 9214 9711 9304
 石炭灰 原料、混合材 6429 6937 7185 6995 7256
 汚泥、スラッジ 原料 2413 2649 2526 2965 3175
 建設発生土 原料 629 1692 2097 2589 2643
 副産石こう 原料（添加材） 2530 2572 2707 2787 2636
燃えがら（石炭灰は除く）、
ばいじん、ダスト 原料、熱エネルギー 953 1110 1189 982 1173
 非鉄鉱滓等 原料 1143 1305 1318 1098 1028
 鋳物砂 原料 565 607 601 650 610
 製鋼スラグ 原料 577 465 467 633 549
 廃プラスチック 熱エネルギー 255 283 302 365 408
 木くず 原料、熱エネルギー 271 305 340 372 319
 再生油 熱エネルギー 238 236 228 249 279
 廃油 熱エネルギー 173 214 219 225 200
 廃白土 原料、熱エネルギー 97 116 173 213 200
 ボタ 原料、熱エネルギー 390 297 280 203 155
 廃タイヤ 原料、熱エネルギー 230 221 194 163 148
 肉骨粉 原料、熱エネルギー 122 90 85 74 71
 その他 378 452 468 615 565
合　計 27564 28780 29593 30890 30720
セメント 1t 当たりの使用量 (kg/t) 375 401 400 423 436
注 1：「その他」は「廃酸」「廃アルカリ」「紙くず」「ガラスくず・陶磁器くず」「コンクリ トー破片・レンガ破片」「RDF」等を含む。
注 2：「セメント1t 当たり使用量」とは、原料代替、熱エネルギー源、混合材としてセメント1t 生産するのに使用した廃棄物・副産物の量を示す。
図表7　セメント製造における廃棄物受入状況
単位　千 t
参考文献 12) を基に科学技術動向研究センターにて作成
たリグニンとそのために使用した
薬剤の混合物を黒液と呼び、黒液
を燃焼させて薬剤のリサイクルと
製造工程への電力および蒸気供給
を行っている。古紙を原料に加え
ていくと、繊維長の短くなったパ
ルプや、古紙中の不要な可燃成分
はエネルギー源として利用できる
が、黒液の絶対量は減少するため
に、素材循環率の上昇と共に化石
燃料の消費量が増えてしまうこと
になる。製紙業界では、化石燃料
の消費を押さえるために、工程改
良やバイオマスの使用割合を増や
すなどの努力を行っているが、エ
ネルギー供給の問題と損耗したパ
ルプの補充の必要性を考えると、
印刷用紙などとして「古紙 100%」
の再生紙を要求する事は、必ずし
も合理的ではないことになる。こ
のことは金属素材のリサイクルと
は決定的に異なる部分である。一
方、回収古紙への夾雑物の混入が
高品質素材へのリサイクルの障害
になるところは、金属スクラップ
の場合と良く似ている。また、繊
維長の短くなったパルプや不純物
を含む古紙は、品質要求の低い板
紙に使用するため、カスケードリ
サイクルに近い状況になっている。
　これまで紙パルプにおける素材
循環率の限界は、主にパルプ繊維
の劣化による再生紙の強度低下に
よって決まっていた。しかし、最
近は新興国において紙の需要が拡
大しており、国内製紙メーカーで
も品質の低い古紙を使わざるを得
なくなっている。通常の工程で除
去が難しいインキ、粘着物、UV 
インキ印刷物、染料着色紙、カー
ボン紙あるいはノーカーボン紙な
どの混入が、素材循環率を低下さ
せる原因となっている。板紙のリ
サイクルは限界近くまで行われて
いるので、これ以上の素材循環率
の向上には、収集段階を含めた異
物の混入防止の徹底と製紙工程で
の異物除去技術の改良が必要であ
る 11)。すでに一部で行われている
ことであるが、異物混入の可能性
の低いコピー紙や印刷紙などを、
雑誌やパッケージなどの雑紙と分
離してリサイクルすることは、紙
類の素材循環率をさらに向上させ
ることにつながろう。
4-8
リサイクルによる
環境への貢献
　リサイクルとは素材を循環使用
するということであるため、廃棄
物の最終処分量を減らすことにつ
ながる。同時に、国内資源である
リサイクル原料の使用による輸入
原材料の節約と、生産にともなう
エネルギー節約も可能となる。こ
れに資源採取に伴う産出国での環
境影響の低減や、原料の長距離輸
送によるエネルギー消費の減少を
合わせて考えれば、リサイクル原
料の使用割合を増やしていくこと
の利点は明らかであろう。
　さらに、リサイクルの後半を担っ
ている素材産業は、工場当たりの
生産量が非常に大きいため、原料
や燃料の一部にリサイクル原料以
外の廃棄物を使用するだけで極め
て有効な廃棄物処理方法を提供で
きることが多い。例えば鉄鋼製造
業では、大量の廃プラスチックを
受け入れて、高炉への吹き込みや
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5  素材リサイクルのより一層の進展に向けて
コークス炉での化学原料化により
有効利用し、その分石炭の使用量
を減少させている。また、アルミ
ニウム合金製造業は、潤滑油など
を再生した再生重油の最大ユー
ザーであるし、製紙業では廃プラ
スチック由来の固形燃料（RPF）を
燃料として導入している。すなわ
ち色々な意味で素材産業は環境対
応型の産業であると言える。
　ここで、図表 7 で、素材産業の
一員であるセメント製造業の廃棄
物受け入れ状況 12) を確認してみよ
う。セメント製造では基本的に廃
棄物は出ないので、受け入れた廃
棄物はそのほとんどが原料あるい
は燃料として消費される。その受
入量は極めて多く、セメント産業
なしには我が国の産業廃棄物、特
に有害で処理の難しい廃棄物処理
は語れない状況となっている。今
後、他の素材産業においても、そ
れぞれの特徴を生かして、主たる
製品製造以外の廃棄物処理に貢献
できる方向で技術開発を行うこと
により、市況に影響されやすい体
質も改善できるものと期待される。
　素材産業においては、すでに商
業ベースで大量のリサイクル原料
が利用されており、さらに素材循
環率の向上を望めば相当な努力が
必要である。長い目で見れば、さ
らなるリサイクルの推進は環境と
エネルギーの両面で利点が大きい
と思われるが、単純に資源循環率
の向上だけを目指すと、製造コス
トを押し上げて製品の競争力を落
とす事になったり、エネルギー消
費の増大や貴重なレアメタルの損
失などにつながりかねない。
　素材リサイクルは、リサイクル
原料から高級素材を再生するアッ
プグレード型、Can to Can のよう
にほぼ同じ素材だけを集めて再生
するクローズドループ型、要求性
能が低い素材に再生するカスケー
ド型に分類されることがある 4)。
アップグレード型は技術的、コス
ト的に困難であることが多いため、
4 章で示したように、カスケード
型リサイクルが主になっている。
しかし、需要は次第に高級素材に
傾いてきており、需給のミスマッ
チにより素材循環率が頭打ちにな
る遠因となる。すぐには実現でき
ないことではあろうが、長期的に
は高品質素材に対するクローズド
ループ型リサイクルが可能な複線
型のリサイクル体制を整えるとと
もに、アップグレード型リサイク
ルもある程度は可能となるように
技術開発を進める必要があると考
えられる。クローズドループ型、
アップグレード型、カスケード型
を、どんな割合で組み合わせるか
の最適解は、恐らく市場が決める
ことになると思われる。しかし、
スクラップ原料・製品ともに市況
に左右されるため、行政によるあ
る程度の方向性の誘導も必要と思
われる。さらに揺れ動く市場の状
況に対して、柔軟に対処できるだ
けの社会システムの整備と技術開
発を進めておくことが肝要である。
特に社会システムの整備に関して
は、リサイクル法の整備と同様に
法的な枠組み作りが必要と考えら
れる。
　以下に、ここまでに指摘した技術
的な制約条件を含めて、今後の素材
リサイクルの進展に向けて必要な
技術的課題をいくつか指摘する。
1) 素材循環率向上のための技
術開発の必要性
　前章に記したとおり、リサイク
ル原料から高品質素材を製造する
アップグレード型リサイクルには
多くの技術開発課題がある。例え
ば鉄鋼であれば、スクラップ中の
銅などのトランプエレメントをス
クラップ選別により取り除く技術
開発、トランプエレメントを分離
するプロセスを含む製鉄法の開発、
さらにはトランプエレメントを含
んでいても高品質の製品を製造す
るための技術開発が必要があろう。
非鉄金属や製紙においてもほぼ似
た状況であり、選別技術と製造技
術において研究開発が必要である。
選別技術については、以下の 2) と
重複するが、現状ではコスト面と
取り組みやすさから、いわゆるロー
テクの採用に傾きがちである。し
たがって、大学や公的研究機関に
おける新しい発想の選別技術を育
てるための予算措置が必要と考え
られる。製造開発については、基
本的に企業において行われるべき
ものであるが、それを誘導するた
めの目標の設定などには行政の関
与が必要であろう。
2) リサイクルを意識した製品
開発の必要性
　リサイクル法が対象とするよう
な製品は、おおむね組み立て製品あ
るいは素材混合物であるため、解体、
選別および分離などの工程が不可
避である。通常は、解体により部
品などをはずした後、大まかな素
材分けをして破砕・選別分離して、
品位が高い部分は素材産業に戻し
て材料として再生し、残りを最終処
分する。この分解・分離工程を容易
にするために製品の設計段階から
配慮することは、多くの企業で実践
され始めている 13、14)。リサイクル
法で拡大生産者責任 (EPR) を採用
した最大の利点は、生産者が製品
作りの段階で処理処分を意識した
ものづくりを進める方向に導くこ
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とができたことと言える。この部
分の開発は企業でしか出来ないが、
現状では同業種でも企業間に意識
の差があるため、先進企業の情報
を周知すると共に何らかの目標設
定がなされるべきであろう。
　そのほか、分解・分離を新しい
発想で行う技術も生まれてきてお
り、例えば、自動車解体における
ワイヤーハーネスの取り外しを行
う作業を、ロボット技術を応用し
たパワースーツを着用して行う技
術、形状記憶合金を部品固定部に
使用して加熱により一気に解体を
進める技術、プラスチック中に分
解触媒を含有させ、加熱によりプ
ラスチックを液化して除去する技
術などが提案され、一部は実用化
段階になっている。ある意味アイ
デアの勝負とも言えるが、研究機
関やベンチャー企業などで提案さ
れた技術の芽を摘まないように評
価育成するシステムの充実が必要
である。
3) 分解後の分別を容易にする
技術の必要性
　複線型のクローズドループ型リ
サイクルを可能にするためには、
分解・解体後に材質を判定しなけ
ればならない場合が生じると予想
される。産業廃棄物であれば内容
物を表示した産業廃棄物管理票（マ
ニフェスト）が添付されるが、材
質の選別には情報が不十分である。
また、一般廃棄物や回収業者が購
入した有価物であればマニフェス
トが添付されない場合もある。材
質の判定が技術的に的確に行える
ようにすることが今後のリサイク
ル進展に必要であろう。解決方法
は色々と考えられるが、個別部材
に材質に関する何らかの情報を付
与するマーキングあるいは IC タ
グなどを利用すれば、飛躍的に分
別が容易になるであろう。ただし、
現在の国際的な物流から考えて、
世界標準を目指してこのような情
報化を進めていく必要がある。そ
こで、行政や業界でのまとまった
取り組みが必要と思われる。すで
に廃棄物処理での IC タグ利用の試
行は始まっている。しかし、まだ
マニフェストの代用や輸送時の追
跡などに限られており、今後は選
別への応用を念頭に置いてその効
果を検証する研究も産学が連携し
て行う必要があろう。
　収集・再生段階での散逸、消滅
あるいは貿易による出入りなどを
別にしても、リサイクル各段階で
の処理効率には限界があるので、
紙は言うにおよばず、鉄鋼、非鉄
金属などにおいても資源循環率に
は限界があって当然である。しか
し、現状では処理効率以外の様々
な制約要因により、限界より低い
素材循環率に止まっている。長い
目で見れば、さらなるリサイクル
の推進は環境とエネルギーの両面
で利点が大きいので、少しずつで
も素材循環率を上昇させる必要が
ある。現状では、素材産業が担当
する再資源化の部分だけでも、ト
ランプエレメントの問題、レアメ
タルの消失の問題、高級素材の需
要増加に対する需給ミスマッチの
問題など、多くの課題が残ってい
る。その解決への方向として、本
稿ではクローズドループ型リサイ
クルの推進による複線型リサイク
ルの整備や、アップグレード型リ
サイクルへ向けた技術開発、分解
を意識した製品開発、リサイクル
を支援する技術開発などの必要性
を指摘した。リサイクルは、排出
者から、収集、解体を行う業界、
再生素材のユーザーにまで係わる
問題である。したがって、長期的
な戦略を素材産業だけで決めるこ
とは出来ない。また、研究開発も
産学官が役割分担して連携して進
める必要があるだろう。行政や市民
が業界とともに方向性を継続的に
議論しながら、できるところから進
めて行くとともに、行政による長期
目標への誘導が必要であろう。
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